
第9次多治見市行政改革大綱

（R３～R６年度）

令和３年度末時点

資料６



1 養正公民館と坂上児童館の機能統合 文化スポーツ課／子ども支援課

2 笠原中央公民館の交流センター化 文化スポーツ課／子ども支援課

3 ★ 笠原小・中学校の一貫教育校化 教育総務課／教育推進課

4 ★ 笠原幼稚園・保育園の認定子ども園化の検討 子ども支援課

5 ★ 食育センター完成後の旧調理場等の跡地（建物）活用の検討 教育総務課

6 ★ 北消防署移転後の跡地（建物）活用の検討 消防総務課

7 ★ 笠原児童館移転後の建物活用の検討 子ども支援課／公共施設管理課

8 発達支援センター「なかよし」と「ひまわり」の統合方針策定 子ども支援課

9 かさはら福祉センターの方針策定 福祉課／公共施設管理課

10 老朽化した市営住宅の集約化 建築住宅課

11 市民に必要とされる児童遊園の選定 緑化公園課

12 余裕教室の転用による学校財産の有効活用 公共施設管理課

13 ★ 三の倉市民の里（地球村）の利活用促進 文化スポーツ課

14 ★ 公共施設適正配置計画の推進 公共施設管理課

15 計画的な施設の長寿命化の実施 公共施設管理課

16 ★ 道路照明灯のLED化 道路河川課

17 ★ 公園等照明灯のLED化 緑化公園課

18 ★ 公共施設の包括管理業務委託導入の検討 公共施設管理課

19 職員の生産性の向上・市民対応能力の向上 ○ 人事課／企画防災課

20 ５Ｓ＋Ｓ（節約）の継続実施 ○ 総務課

21 ★ 備品登録取扱基準の見直し 会計課

22 市有地・公共施設の有効活用による収入確保 財政課

23 補助金等の見直し ○ 財政課

24 地区事務所体制の見直し 市民課

25 使用料等の見直し ○ 財政課

26 ★ 90歳敬老事業の食事会の見直し  高齢福祉課

27 ★ 介護保険居宅介護（支援）住宅改修費給付における受領委任払い方式の導入  高齢福祉課

28 ★ 中小企業支援制度の見直し 産業観光課

29 ★ 公共事業営業運転資金融資及び利子補給の見直し 道路河川課

30 ★ 市単独福祉医療給付事業に係る対象者の見直し（所得制限等） 保険年金課

31 ★ 市民向け文書の発送回数の見直し 企画防災課

32 ★ 脇之島公民館と脇之島児童センターの運営一体化 文化スポーツ課／子ども支援課

33 ★ ふれあいセンター姫の機能の検討 高齢福祉課／公共施設管理課

34 ★ サンホーム滝呂の機能の検討 高齢福祉課／公共施設管理課

35 ★ 本会議会議録作成委託料削減の研究 議会事務局

36 ★ 会計年度任用職員への業務パソコン配付の効率化 情報課

37 ★ 庁内におけるオンライン会議の実施 情報課

38 ★ 国の動向を踏まえた各種事務・申請手続きの電子化やシステム標準化及び押印の原則廃止に向けた研究 情報課／企画防災課

39 ★ 市への納付金のスマホ決済導入 税務課

40 ★ 財務会計決裁書類等の電子保存利用の推進 会計課

41 ★ 施設使用料などの収納のキャッシュレス化導入の検討 文化スポーツ課

42 【再掲】職員の生産性の向上・市民対応能力の向上 ○ 人事課

43 採用試験方法の検討 人事課

44 専門職の採用策の検討 人事課

45 ★ 職員のIT関連技術の向上 情報課

46 通信指令業務の運用方針の見直し 救急指令課

47 状況等を見据えた組織の見直し 企画防災課

48 定員適正化計画（第6次）の策定 ○ 人事課

49 ★ 空き家事務の効率化 都市政策課／企画防災課

50 ★ 多治見水道技術センターへの窓口業務委託による市民サービスの向上 上下水道課

51 ★ 陶磁器意匠研究所の事業強化に向けた組織のあり方の検討 陶磁器意匠研究所

52 市民活動団体・ＮＰＯとの連携 くらし人権課

53 市業務の民間委託の検討 企画防災課

54 ★ 「地域力」支援の庁内連携強化 ○ くらし人権課

55 ★ 「地域力」の基礎となる組織の支援 ○ くらし人権課

★…新規事業

第9次行政改革大綱取組事業一覧

人
財
・
組
織

3

業
務
カ
イ
ゼ
ン

2

行政サービスや受益者負
担等の見直し

2

1
職員の年齢構成の平準
化、行政ニーズに応じた
人財の確保・育成

2

総合計画事業の実行・実
現や効率的な組織を目指
す、組織や事務分掌の見
直し

3
地域力向上団体、ＮＰＯ
等との連携促進

3 電子化の研究・導入

3

1
５Ｓ+Ｓやカイゼンによる生
産性の向上

基本方針

1
新たな市民ニーズを見据
えた施設の多機能化及び
跡地活用の推進

2
公共施設適正配置計画
等に基づく施設の統廃合
の推進

総
計

担当課
柱

公
共
施
設
等

1

検討の柱
事業No. 事業名

公共施設長寿命化計画
等に基づく施設の適正管
理（施設維持コストの縮
減）



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

10 6 3 5

3 2 4 3

10 6 3 5

3 2 4 3

累計削減額

1／55

内容

養正公民館と坂上児童館の機
能を統合し、多世代交流を進
めます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

1 事業名 養正公民館と坂上児童館の機能統合

計画

①地域との協議
②機能統合改修工事の設計
③条例改正作業

①地域との協議

①改修工事の設計
②条例改正作業
③Ｒ７からの指定管理料（債務負担行為）を計
上

①改修工事
②条例改正
②統合後の指定管理者選定

文化スポーツ課／
子ども支援課 31,673千円 31,673千円 31,673千円 29,346千円

公共施設管理課 実行

D 実
績

▲4,000千円

公共施設等

取
組
内
容

①地域との協議新たな市民ニーズを見据
えた施設の多機能化及び
跡地活用の推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

31,353千円 320千円 0千円 0千円 0千円

31,673千円

検証・改善

款項目細目
細目名 児童館管理運営費

款項目細目
細目名 公民館管理運営費

款項目細目
細目名 公民館管理運営費

児童館管理運営費

320千円

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①地域との協議の継続

分
析

課題 ①地域要望（子どもの居場所の拡充）への対応



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

10 6 3 35

10 6 5 5

3 2 4 3

累計削減額

2／55

内容

アザレアホールを解体し、笠
原児童館との機能統合等によ
り多世代交流を推進し、新た
な笠原地域の中核施設を創設
します。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

2 事業名 笠原中央公民館の交流センター化

計画

①機能統合改修工事の基本設計
①機能統合改修工事の実施設計
②改修工事
③条例改正作業

①改修工事
②条例改正
③Ｒ６指定管理料（債務負担行為）を補正計上
④指定管理者選定

完了

文化スポーツ課／
子ども支援課 78,219千円 78,212千円 75,374千円 76,974千円

公共施設管理課 実行

D 実
績

▲5,600千円

公共施設等

取
組
内
容

①機能統合改修工事の基本設計新たな市民ニーズを見据
えた施設の多機能化及び
跡地活用の推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

78,323千円 ▲104千円 0千円 0千円 0千円

78,219千円

検証・改善

款項目細目
細目名 図書館管理運営費

款項目細目
細目名 児童館管理運営費

款項目細目
細目名 笠原中央公民館管理費

▲104千円

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①個別に説明を行い理解、協力を求める。
②周知方法の庁内検討

分
析

課題
①工事期間中の入居者（商工会、地区事務所、
喫茶店）対応
②基本設計の地元への周知



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

10 2 3 35

10 1 2 82

累計削減額

3／55

内容

笠原地区における幼保小中一
貫教育をさらに推進するた
め、小中一貫教育校（義務教
育学校）設置に向けた調査・
研究を進めます。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

3 事業名 笠原小・中学校の一貫教育校化

計画

【教育総務課】
①建設検討委員会での施設概要検討
②設計者の選定（プロポーザル実施）
【教育推進課】
①PTA、教職員、地域の有識者、学識経験者
等による検討委員会の開催（年6回程度）及び
協議結果の報告（年6回程度）
②報告書の作成

【教育総務課】
①基本・実施設計（2年　R4～5）
【教育推進課】
①PTA、教職員、地域の有識者、学識経験者
等による検討委員会の開催（年2回程度）及び
進捗状況の報告（年2回程度）

【教育総務課】
①仮校舎建設工事（仮設校舎への引越し）
②実施設計
【教育推進課】
①PTA、教職員、地域の有識者、学識経験者
等による検討委員会の開催（年2回程度）及び
進捗状況の報告（年2回程度）

【教育総務課】
①建設工事（2年　R6～7）
②笠原小解体工事
【教育推進課】
①PTA、教職員、地域の有識者、学識経験者
等による検討委員会の開催（年2回程度）及び
進捗状況の報告（年2回程度）

教育総務課／
教育推進課 24,964千円 95,200千円 309,861千円 2,114,866千円

実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

【教育総務課】
①笠原一貫教育校研究会で整備基本構想（案）
を検討・作成。市整備基本構想として策定。
②設計者選定プロポーザルを実施し設計者を選
定
【教育推進課】
①笠原幼保小中一貫教育研究会を5回開催。
②8月に研究会から提出された「（仮称）笠原
義務教育学校整備基本構想（案）」を受けて、
9月に基本構想を策定。

新たな市民ニーズを見据
えた施設の多機能化及び
跡地活用の推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

4,411千円 19,398千円 0千円 0千円 0千円

23,809千円

検証・改善

款項目細目
細目名

小中一貫教育校調査研究費【教育推進課】

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

 小中一貫教育校調査研究費【教育総務課】

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

【教育総務課】
①-1Ｒ４年度設置の教員ＷＧで協議・検討、
意見を徴取　①-2小中各校の代表（教頭等）
を通じた意見聴取と提案事項の整理・調整
【教育推進課】
①事務局職員による視察の実施（R3.12.7　大
阪府守口市）
②分野ごとにWGを設置して課題を整理・検討
（R4年度）

分
析

課題

【教育総務課】
①建築設計における学校意見の集約・調整及び
その反映（一貫校運営上の基本事項の確認、小
中各課程の意見集約、調整後の設計反映程度）
【教育推進課】
①市内で初の義務教育学校のため、知見が不
足。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

4／55

内容
子育てニーズに合った認定こ
ども園化の検討を進めます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

4 事業名 笠原幼稚園・保育園の認定子ども園化の検討

計画

①庁内ワーキングにおいて、笠原保育園及び幼
稚園の認定こども園移行に向けた方針の検討

①笠原保育園及び幼稚園の認定こども園移行に
向けた整備方針案の決定
②笠原小中一貫教育校に合わせた整備スケ
ジュールの策定

①笠原保育園及び幼稚園の認定こども園移行に
向けた整備方針の決定
②整備方針に基づく事業の実施

①笠原保育園及び幼稚園の認定こども園に向け
た方針に基づく事業の実施

子ども支援課 0千円 0千円 250千円 150千円

公共施設管理課 実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

幼保あり方研究会を7月から毎月開催し、統合
園の規模（定員、職員数）及び施設改修案等を
とりまとめ報告

新たな市民ニーズを見据
えた施設の多機能化及び
跡地活用の推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

統合時期を見据え、再度園の規模等を検証し、
統合整備スケジュールを策定する

分
析

課題 笠原小中一貫教育校の開校時期に合わせて、認
定こども園として統合することを検討



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

5／55

内容

食育センターの完成に伴い廃
止となる大畑調理場、共栄調
理場、食器洗浄センターの土
地・建物について、活用手法
を検討します。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

5 事業名 食育センター完成後の旧調理場等の跡地（建物）活用の検討

計画

①課題抽出と分析
②活用方法の検討
③活用方針の決定

完了 完了 完了

食育推進課 0千円 0千円 0千円 0千円

公共施設管理課 実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

①活用に係る法的・制度的課題を整理。
②民間への売却を含む、活用方法を検討。
③各解体・処分等の概算費用等のデータを収
集。

新たな市民ニーズを見据
えた施設の多機能化及び
跡地活用の推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

建物解体工事費から備品等の売却見込み額を差
し引き発注する方法の適否を検討。

分
析

課題 備品等の処分方法。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

6／55

内容

北消防署移転後の土地・建物
について、活用手法を検討し
ます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

6 事業名 北消防署移転後の跡地（建物）活用の検討

計画

①跡地活用に係る課題の抽出、検討 ①跡地活用策の比較調査研究 ①跡地活用の方針決定 完了

消防総務課 0千円 0千円 0千円 0千円

公共施設管理課 実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

関係課を交え、跡地（建物）活用手法を検討、
各手法における課題、論点を整理した。
（7/7、11/8、2/28）

新たな市民ニーズを見据
えた施設の多機能化及び
跡地活用の推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

課題解決に向け、引き続き関係課と協議する。

分
析

課題
用地境界が未確定の箇所がある。
暗渠の経路、規模など実態が把握できていな
い。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

7／55

内容

笠原中央公民館に機能移転す
る笠原児童館について、建物
の活用手法を検討します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

7 事業名 笠原児童館移転後の建物活用の検討

計画

①活用方法の検討 ①活用方針検討 ①活用方針の決定 ①活用方針の周知・実施

子ども支援課／
公共施設管理課 0千円 0千円 0千円 0千円

総務課/公共施設管理課 実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

方針の検討中新たな市民ニーズを見据
えた施設の多機能化及び
跡地活用の推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

関係課で協議し、方針をまとめる。

分
析

課題
笠原診療所(総務課担当、R3.9.30貸付終了、
返還済み）、かさはら福祉センター(福祉課担
当）との調整が必要



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

3 2 1 9

累計削減額

8／55

内容

ことばの教室の統合も含め、
老朽化が著しい発達支援セン
ター「なかよし」と「ひまわ
り」の統合・移転の方針を決
定します。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

8 事業名 発達支援センター「なかよし」と「ひまわり」の統合方針策定

計画

①発達支援センター「なかよし」及び「ひまわ
り」の適切な運営
②整備方針策定

①発達支援センター「なかよし」及び「ひまわ
り」の適切な運営
②建設設計業務

①発達支援センター「なかよし」及び「ひまわ
り」の適切な運営
②施設整備工事

新発達支援センター　供用開始

子ども支援課 76,443千円 75,443千円 75,443千円 17,412千円

公共施設管理課 実行

D 実
績

▲4,700千円

公共施設等

取
組
内
容

①建設候補地を含めた、整備方針決定
（9/10）
②利用者及び住民説明会の開催（計6回）
③指定管理者と施設運営について協議

公共施設適正配置計画等
に基づく施設の統廃合の
推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

67,008千円 1,825千円 0千円 0千円 0千円

68,833千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 心身障害児通園事業費

1,825千円

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

施設運営に関し、指定管理者と協議の実施

分
析

課題 施設稼働率向上にむけた指定管理者との協議



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

9／55

内容
かさはら福祉センターの将来
のあり方を決定します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

9 事業名 かさはら福祉センターの方針策定

計画

①施設の譲渡や貸与を含めた方針を検討
②関係機関協議

①施設の譲渡や貸与を含めた方針を検討
②関係機関協議

①市民意見聴取
②関係機関協議
③施設のあり方決定（概要）

①市民周知
②関係機関協議・調整

福祉課／
公共施設管理課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

①関係課で打合せを実施。施設は譲渡又は解体
とし、令和7年度末までに機能移転の方針を決
定することを確認
②社協と意見交換を実施。機能存続の際の課題
等を確認

公共施設適正配置計画等
に基づく施設の統廃合の
推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

関係機関（社協、笠原地域社協等）との協議

分
析

課題 サロン機能やデイサービス事業等、現在の施設
に備わる機能の検討（存続又は廃止）



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

8 5 1 4

累計削減額

10／55

内容

比較的新しい団地への移転を
促すなど、著しく老朽化した
市営住宅の解体を進めます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

10 事業名 老朽化した市営住宅の集約化

計画

①市営住宅の集約化（用途廃止・解体）による
公営住宅建物共済掛金の減額
※事業費は細目の内、火災保険料のみの分（全
年度同様）

①市営住宅の集約化（用途廃止・解体）による
公営住宅建物共済掛金の減額

①市営住宅の集約化（用途廃止・解体）による
公営住宅建物共済掛金の減額

①市営住宅の集約化（用途廃止・解体）による
公営住宅建物共済掛金の減額

建築住宅課 1,421千円 1,416千円 1,401千円 1,386千円

実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

1棟4戸を用途廃止（南姫団地13棟）公共施設適正配置計画等
に基づく施設の統廃合の
推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

1,454千円 ▲33千円 0千円 0千円 0千円

1,421千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 市営住宅維持管理費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

用途廃止に向け、引き続き残り戸数が少なく
なった棟を重点的に粘り強く移転交渉する。

分
析

課題

公共用地の有効利用や街の景観等の観点から計
画どおり進めるべき事業であるが、低所得の住
宅困窮者である入居者にとって移転は、費用面
や今後の移転先等生活環境の変化を伴い負担と
なるため、交渉が困難。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

3 2 5 2

累計削減額

11／55

内容

利用頻度や遊園機能等の状況
に応じて市民に必要とされる
児童遊園を選定し、不要なも
のは廃止し用途転換を進めま
す。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

11 事業名 市民に必要とされる児童遊園の選定

計画

①地域住民と明和２丁目児童遊園の廃止につい
て協議

①明和２丁目児童遊園を廃止し、緑地化。次期
廃止候補の選定

①地域住民と児童遊園の廃止について協議 ①児童遊園の廃止、緑地化

緑化公園課 0千円 1,000千円 0千円 1,000千円

実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

明和2丁目児童遊園の廃止について地元町内会
と協議実施

公共施設適正配置計画等
に基づく施設の統廃合の
推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

1,000千円 ▲1,000千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 児童遊園地施設整備費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

分
析

課題



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

12／55

内容
余裕教室を学校施設以外に転
用、利活用します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

12 事業名 余裕教室の転用による学校財産の有効活用

計画

①学校施設の転用・利活用策の調査・研究
②各小中学校における余裕教室の現状把握

①学校施設の転用・利活用策の調査・研究
②各小中学校における余裕教室の現状把握

①学校施設の転用・利活用策の調査・研究
②転用・利活用策の検討
③関係課・学校との協議・調整

①学校施設の転用・利活用策の調査・研究
②転用・利活用策の検討
③関係課・学校との協議・調整

公共施設管理課 0千円 0千円 0千円 0千円

教育総務課 実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

①利活用策の研究
②現状把握

公共施設適正配置計画等
に基づく施設の統廃合の
推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

具体的な方策の検討を継続し、所管課及び関係
課と連携して進めていく。

分
析

課題 具体的な転用・利活用の検討



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

2 1 16 5

累計削減額

13／55

内容

三の倉市民の里（地球村）の
利活用を促進するため、施設
運営等、今後の施設の方針を
決定します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

13 事業名 三の倉市民の里（地球村）の利活用促進

計画

①方針の決定 ①制度設計
①制度設計
②条例改正作業

①条例改正
②R7予算に次期指定管理料（債務負担）を計
上

文化スポーツ課 38,828千円 38,825千円 38,825千円 38,825千円

産業観光課／公共施設管理課 実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

①方針（公共施設適正配置計画）見直しの検討
②地元団体との現地確認

公共施設適正配置計画等
に基づく施設の統廃合の
推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

39,890千円 ▲1,062千円 0千円 0千円 0千円

38,828千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 市民の里管理費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①公共施設適正配置計画の見直し
②地元団体と市民の里指定管理者それぞれに連
携の意向を確認

分
析

課題
①令和８年度以降の施設の取扱いについて庁内
での議論が必要。
②地元団体と市民の里指定管理者の連携への働
きかけ



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

14／55

内容

公共施設適正配置計画を着実
に実施していくため、施設の
統廃合等について調査・研究
を進めます（小泉保育園と北
野保育園、勤労者センター、
中央児童館等）。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

14 事業名 公共施設適正配置計画の推進

計画

①施設の統廃合等について、他市の事例等調査
研究を実施
②関係課との協議・調整
③公共施設適正配置計画の見直し準備（素案）

①施設の統廃合等について、他市の事例等調査
研究を実施
②関係課との協議・調整
③公共施設適正配置計画の見直し準備（原案）

①施設の統廃合等について、他市の事例等調査
研究を実施
②関係課との協議・調整
③公共施設適正配置計画の見直し

①施設の統廃合等について、他市の事例等調査
研究を実施
②関係課との協議・調整
③公共施設適正配置計画の進捗管理

公共施設管理課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

①他市事例の研究
②関係課ヒアリングを実施
③見直し案の検討

公共施設適正配置計画等
に基づく施設の統廃合の
推進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

統廃合案の作成、費用対効果の検討

分
析

課題 効率的な統廃合先の選定



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

15／55

内容

施設（インフラ含む）の状況
や今後の利用を踏まえて、総
コストの削減につながる⾧寿
命化を図ります（バロー文化
ホール、小・中学校等）。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

15 事業名 計画的な施設の⾧寿命化の実施

計画

①長寿命化する施設の選定
②長寿命化のための工事内容の検討
③関係課との協議・調整

①長寿命化する施設の選定
②長寿命化のための工事内容の検討
③関係課との協議・調整

①長寿命化計画の見直し
②関係課との協議・調整

①長寿命化計画の進捗管理
②関係課との協議・調整

公共施設管理課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

①施設選定実施
②長寿命化工事内容の検討
③関係課協議実施

公共施設長寿命化計画等
に基づく施設の適正管理
（施設維持コストの縮
減）

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

限られた財源内で施設別保全計画表に定めた工
事を着実に実施するための方策の検討。

分
析

課題 工事の着実な実施



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

8 2 2 11

累計削減額

16／55

内容

道路照明用の水銀灯等を一括
してLED化することで、消費
電力量の削減（温暖化対策）
及び電気料金の縮減を図りま
す。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

16 事業名 道路照明灯のLED化

計画

①道路照明灯ＬＥＤ化工事（全灯一括）
②道路照明灯の維持管理（経費支出等）

①道路照明灯の維持管理（経費支出等） ①道路照明灯の維持管理（経費支出等） ①道路照明灯の維持管理（経費支出等）

道路河川課 32,113千円 10,600千円 10,600千円 10,600千円

環境課 実行

D 実
績

▲64,500千円

公共施設等

取
組
内
容

道路照明灯LED化
N=1,545灯

公共施設長寿命化計画等
に基づく施設の適正管理
（施設維持コストの縮
減）

完了

C

0千円 0千円 0千円

38,446千円 ▲8,698千円 0千円 0千円 0千円

29,748千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 道路橋りょう維持費

▲8,698千円

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

分
析

課題 なし



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

3 2 5 1

4 1 3 2

6 2 1 4

8 4 6 1

累計削減額

17／55

内容

公園・児童遊園・ポケット
パーク・緑地の照明用の水銀
灯等を一括してLED化するこ
とで、消費電力量の削減（温
暖化対策）及び電気料金の縮
減を図ります。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

17 事業名 公園等照明灯のLED化

計画

①公園照明灯Ｎ＝14基、児童遊園照明灯
N=60基、ポケットパーク・緑地照明灯N=18
基をLED化

①公園照明灯N=500基をLED化（R4・R5
2カ年事業）

①公園照明灯N=500基をLED化（R4・R5
2カ年事業）

完了

緑化公園課 9,252千円 8,592千円 7,209千円 5,826千円

実行

D 実
績

▲12,200千円

公共施設等

取
組
内
容

公園照明灯N=61基、児童遊園照明灯N=19
基、ポケットパーク・緑地等照明灯N=23基を
LED化

公共施設長寿命化計画等
に基づく施設の適正管理
（施設維持コストの縮
減）

取組中

C

0千円 0千円 0千円

9,852千円 ▲1,334千円 0千円 0千円 0千円

8,518千円

検証・改善

款項目細目
細目名 公衆便所管理費

款項目細目
細目名 保健保安林管理費

款項目細目
細目名 児童遊園地管理費

公園維持管理費

▲1,334千円

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

事業の早期発注、前倒しにより当初計画通りの
事業スピードを確保。

分
析

課題 世界的な半導体不足で製品供給に時間を要す
る。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

18／55

内容

複数の公共施設（建物）の保
守点検等管理業務を包括的に
民間委託する手法について検
討し、業務の効率化を図りま
す。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

18 事業名 公共施設の包括管理業務委託導入の検討

計画

①包括管理業務委託の導入について、他市の事
例等調査研究を実施

①包括管理業務委託の導入が可能な施設等の洗
出し
②包括管理業務委託の導入によるメリット・デ
メリットの整理

①包括管理業務委託導入の場合、関係課との協
議・調整、発注方法の検討

①包括管理業務委託導入の場合、関係課との協
議・調整、発注方法の検討

公共施設管理課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

公共施設等

取
組
内
容

①導入可能施設の選定
②メリット・デメリットの整理(業者からの聞
き取り調査）

公共施設長寿命化計画等
に基づく施設の適正管理
（施設維持コストの縮
減）

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

施設のグループ化の検討

分
析

課題 導入メリットのある施設の選定



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 〇 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

2 1 1 22

累計削減額

19／55

内容

仕事の質の向上やおもてなし
の手法の検討、職員研修や自
己啓発活動を進めます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

19 事業名 職員の生産性の向上・市民対応能力の向上

計画

①５S研修、おもてなし向上研修の実施
②おもてなしリーダー、担当を中心としたおも
てなし向上の取り組み
③自己啓発制度の活用推進

①５S研修、おもてなし向上研修の実施
②おもてなしリーダー、担当を中心としたおも
てなし向上の取り組み
③自己啓発制度の活用推進

①５S研修、おもてなし向上研修の実施
②おもてなしリーダー、担当を中心としたおも
てなし向上の取り組み
③自己啓発制度の活用推進

①５S研修、おもてなし向上研修の実施
②おもてなしリーダー、担当を中心としたおも
てなし向上の取り組み
③自己啓発制度の活用推進

人事課／
企画防災課 7,771千円 7,771千円 7,771千円 7,771千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

①５S研修（7/16）、おもてなし向上研修
（1/19）の実施
②おもてなしリーダーを委嘱。8/16～8/20
まで身だしなみチェック、2/14～2/18おも
てなしチェックを実施し庁内に報告。
③自己啓発制度（資格助成）の活用８件

５Ｓ+Ｓやカイゼンによ
る生産性の向上

取組中

C

0千円 0千円 0千円

8,051千円 ▲5,082千円 0千円 0千円 0千円

2,969千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 職員研修事業費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

・おもてなしの手法やリーダーの役割について
再検討
・資格助成制度に会計年度任用職員を対象とす
るか検討

分
析

課題 ・おもてなしリーダーの形骸化
・資格助成制度の対象職員の拡大



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 〇 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

累計削減額

20／55

内容

５Ｓ（整理・整頓・清掃・清
潔・躾(しつけ)）+Ｓ（節
約）を常に意識するため、定
期点検等の取組を継続して実
施します。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

20 事業名 ５Ｓ＋Ｓ（節約）の継続実施

計画

①文書・備品等の整理・整頓、執務室内の清掃
状況を定期的に点検実施。
②光熱費節約のため、冷暖房等の適切な使用及
び啓発活動の実施。

①文書・備品等の整理・整頓、執務室内の清掃
状況を定期的に点検実施。
②光熱費節約のため、冷暖房等の適切な使用及
び啓発活動の実施。

①文書・備品等の整理・整頓、執務室内の清掃
状況を定期的に点検実施。
②光熱費節約のため、冷暖房等の適切な使用及
び啓発活動の実施。

①文書・備品等の整理・整頓、執務室内の清掃
状況を定期的に点検実施。
②光熱費節約のため、冷暖房等の適切な使用及
び啓発活動の実施。

総務課 0千円 0千円 0千円 0千円

全部署 実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

①文書・備品等の整理・整頓、執務室内の清掃
状況を定期的に点検実施。
②光熱費節約・快適な庁舎環境提供のため、暑
さ・寒さ対策として各フロアの空調ダクトの調
整を実施。また。寒さ対策として1階西口階段
に断熱カーテンの設置を行った。

５Ｓ+Ｓやカイゼンによ
る生産性の向上

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名 ―

款項目細目
細目名 ―

款項目細目
細目名 ―

―

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①５Ｓ・文書管理の担当者が中心となり、不要
文書や備品等の処分を推進。
②庁舎の室温のきめ細かな調整の実施。

分
析

課題
①不要な文書・備品等の整理の推進
②職員・来庁者の快適な庁舎空間と実現と光熱
費削減の両立



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

21／55

内容

他市事例の研究等により備品
登録の基準を見直し、備品登
録事務の簡略化を検討しま
す。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

21 事業名 備品登録取扱基準の見直し

計画

①他市事例の研究
②基準の見直し
③事務の簡略化

①他市事例の研究
②基準の見直し
③事務の簡略化

①他市事例の研究
②基準の見直し
③事務の簡略化

①他市事例の研究
②基準の見直し
③事務の簡略化

会計課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

各課所管備品とシステム内備品台帳の突合を計
画的に進めているとともに、他市事例などの情
報収集中。5Ｓ+Ｓやカイゼンによる

生産性の向上

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

登録されている情報の分析を行い、整理を行う
必要がある。

分
析

課題 これまでに蓄積されているシステム登録情報を
活かすことができるような基準の見直しが必要



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

22／55

内容

広告収入を増やすため、市有
施設の広告スペースとしての
活用やネーミングライツ事業
の拡大（星ケ台競技場等）を
検討します。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

22 事業名 市有地・公共施設の有効活用による収入確保

計画

新たな広告媒体の調査研究
ネーミングライツについて、現行契約に基づき
命名権料を収入。命名権料を財源に備品購入、
設備整備を行っている。毎年、広報紙でネーミ
ングライツ記事を掲載。事業効果を紹介し、愛
称の定着を図る。

新たな広告媒体の調査研究
ネーミングライツについて、現行契約に基づき
命名権料を収入。命名権料を財源に備品購入、
設備整備を行っている。毎年、広報紙でネーミ
ングライツ記事を掲載。事業効果を紹介し、愛
称の定着を図る。

新たな広告媒体の調査研究
総合体育館及び旭ケ丘歩道橋について、契約更
新のための契約事務を行う予定（令和５年１２
月）
ネーミングライツについて、現行契約に基づき
命名権料を収入。命名権料を財源に備品購入、
設備整備を行っている。毎年、広報紙でネーミ
ングライツ記事を掲載。事業効果を紹介し、愛
称の定着を図る。
広報紙でネーミングライツ記事を掲載。事業効
果を紹介し、愛称の定着を図る。

機能統合後の星ケ台運動公園（令和７年度事業
完了予定）をネーミングライツ対象施設に追加
検討
ネーミングライツについて、現行契約に基づき
命名権料を収入。命名権料を財源に備品購入、
設備整備を行っている。毎年、広報紙でネーミ
ングライツ記事を掲載。事業効果を紹介し、愛
称の定着を図る。

財政課 0千円 0千円 0千円 0千円

 総務課文化スポーツ課 実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

４施設のネーミングライツ事業を継続し、命名
権料を財源として備品購入や施設整備を行っ
た。また、広報で関連記事を掲載し、当該事業
及び愛称の周知を図った。
新規広告媒体について、先進事例の調査・研究
を実施した。

行政サービスや受益者負
担等の見直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①他市事例の調査・研究の継続
②星ケ台競技場における導入に向けた担当課と
の連携及び調査・研究

分
析

課題 ①新規広告媒体の開拓
②ネーミングライツ事業の拡大



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 〇 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

23／55

内容

補助金及び交付金等について
公平性や公益性の視点から効
果を検証し、見直します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

23 事業名 補助金等の見直し

計画

補助金の追加、拡充など補助金等交付要綱改正
において担当課と調整（随時）

補助金の追加、拡充など補助金等交付要綱改正
において担当課と調整（随時）
補助金見直し市民委員会による４年ごとの定期
的な見直しを実施。委員会答申の結果を踏まえ
た令和５年度当初予算への反映

補助金の追加、拡充など補助金等交付要綱改正
において担当課と調整（随時）

補助金の追加、拡充など補助金等交付要綱改正
において担当課と調整（随時）

財政課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

①補助金の追加、拡充など補助金等交付要綱改
正において担当課と調整
②令和４年度補助金見直し委員会準備行政サービスや受益者負

担等の見直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

令和４年度において、前回見直し以降に新設し
たもの,近年実績のないものを主に検証・検討
し、見直しを行う。検証・検討の過程では、第
６次補助金見直し市民委員会で審議する。

分
析

課題
前回見直し以降に新設された補助金等の交付実
績や効果についての検証、また近年実績のない
補助金等の必要性の確認



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

2 1 1 1

2 1 7 1

累計削減額

24／55

内容

利用実態を検証し、地区事務
所の体制について検討しま
す。あわせて施設の整理を進
めます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

24 事業名 地区事務所体制の見直し

計画

①6月から、共栄事務所を廃止し、多治見高田
郵便局に業務を委託

①多治見高田郵便局での事業を軌道に載せ、モ
デルケースとして確立する。次に委託できる事
務所について検討

①委託する事務所の検討、調整、準備 ①委託する事務所の検討、調整、準備

市民課 79,429千円 79,072千円 79,072千円 79,072千円

実行

D 実
績

▲7,700千円

業務カイゼン

取
組
内
容

6月1日から高田郵便局に地区事務所業務を委
託し、共栄事務所を廃止。行政サービスや受益者負

担等の見直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

81,190千円 ▲2,406千円 0千円 0千円 0千円

78,784千円

検証・改善

款項目細目
細目名 地区事務所管理費

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 会計年度任用職員報酬

▲2,406千円

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

定期的な地域への周知と高田郵便局との細やか
な連携を継続。

分
析

課題
地域説明会や回覧板などで地域へ周知を実施し
ているが、高田郵便局の取扱い件数が旧共栄事
務所の7割程度となっている。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 〇 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

25／55

内容

公の施設等の使用料や利用料
金、各種手数料について、公
共性・公平性の観点から受益
と負担を考慮し、適正な額と
なるよう引き続き見直しを進
めます。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

25 事業名 使用料等の見直し

計画

４年ごとの定期見直しに基づく使用料、手数料
の見直しを実施。適正料金の検証をするもの
の、新型コロナウイルス感染症の影響等を考慮
し、原則改正（値上げ）は見送り。

施設、設備等の追加、廃止等があれば、適宜使
用料改正を実施（担当課発議）

施設、設備等の追加、廃止等があれば、適宜使
用料改正を実施（担当課発議）

４年ごとの定期見直しに基づく使用料、手数料
の見直しを実施（令和３年度見直しは、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により１年遅れと
なったため、次回見直しは３年後の令和６年度
に実施予定）

財政課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、多
くの使用料等は据え置いた。占用料の一部につ
いては、現在料金の1.3倍を限度に見直しを実
施した。

行政サービスや受益者負
担等の見直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

次回見直し（令和６年度）では、見直し基準の
上限額の考え方（本市・近隣市の最高額の1.3
倍）について再考する。

分
析

課題 今回、多くの使用料を据え置いたため、適正料
金との乖離が大きく残ったものがある。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

3 1 4 20

累計削減額

26／55

内容

90歳到達者を対象とする食
事会について、新たな行事の
あり方を検討します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

26 事業名 90歳敬老事業の食事会の見直し

計画

①食事会から式典に変更して事業実施
R4年度以降の実施方針を決定

①実施方針に従い事業実施 ①実施方針に従い事業実施 ①実施方針に従い事業実施

 高齢福祉課 2,900千円 3,000千円 3,100千円 3,200千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

食事会を廃止
観覧形式の敬老会を開催行政サービスや受益者負

担等の見直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

2,823千円 ▲1,627千円 0千円 0千円 0千円

1,196千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 敬老会関係費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

敬老会の実施方針を決定し、実施。

分
析

課題 敬老会の実施方針の検討



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

27／55

内容

住宅改修に対する介護保険給
付に受領委任払い方式を導入
し、自己負担額（1割～3
割）を支払うことでサービス
を受けられるよう見直しま
す。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

27 事業名 介護保険居宅介護（支援）住宅改修費給付における受領委任払い方式の導入

計画

①R３年４月１日から導入 完了 完了 完了

 高齢福祉課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

行政サービスや受益者負
担等の見直し

完了

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

分
析

課題



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

7 1 2  23

7 1 2  23

7 1 2  23

7 1 2  23

累計削減額

28／55

内容

中小企業融資補助や運転資金
融資の利子補給等、より効果
的な支援となるよう見直しを
検討します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

28 事業名 中小企業支援制度の見直し

計画

①中小企業融資利子補給の実施
②通常の融資及び新型コロナウイルス感染症対
策の融資等の情報収集

①中小企業融資利子補給の実施
②利子補給以外の効果的な支援策の調査研究

①中小企業融資利子補給の実施
②効果的な支援策への切替

①新たな支援策へ移行

産業観光課 59,561千円 59,505千円 59,505千円 55,000千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

①中小企業融資利子補給の実施
②通常の融資及び新型コロナウイルス感染症対
策の融資等の情報収集行政サービスや受益者負

担等の見直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

60,318千円 ▲4,377千円 0千円 0千円 0千円

55,941千円

検証・改善

款項目細目
細目名

 小口融資関係費季節融資関係費

款項目細目
細目名

 小口融資関係費季節融資関係費

款項目細目
細目名

 小口融資関係費季節融資関係費

 小口融資関係費季節融資関係費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①申請から補給までの時間を短縮できるよう事
務効率向上
②見直しに向け継続協議

分
析

課題 ①行政サービスの向上
②受益者負担等の見直し



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

8 1 1 4

累計削減額

29／55

内容

市が実施する公共事業の工事
期間中において営業に支障を
生じた事業者を対象とする運
転資金融資と、融資に伴う利
子の一部補給制度の廃止を検
討します。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

29 事業名 公共事業営業運転資金融資及び利子補給の見直し

計画

完了 完了 完了 完了

道路河川課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

令和２年度をもって廃止した。
行政サービスや受益者負
担等の見直し

完了

C

0千円 0千円 0千円

3,000千円 ▲3,000千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

公共事業営業運転資金預託金

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

分
析

課題 なし



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

3 1 5 4

累計削減額

30／55

内容

重度心身障害者医療給付事業
費（市単独事業）における
65歳未満の者のみに対する
所得制限（非課税要件）を全
年齢に拡大または新たな所得
要件を導入します。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

30 事業名 市単独福祉医療給付事業に係る対象者の見直し（所得制限等）

計画

①他市の状況調査
②障がい者団体代表者からの意見聴取

①方針（案）決定
②障がい者団体への意見聴取

①方針決定
②障がい者団体への説明

①市単独福祉医療給付事業に係る対象者の見直
し実施

保険年金課 144,934千円 145,761千円 145,761千円 129,921千円

実行

D 実
績

▲79,200千円

業務カイゼン

取
組
内
容

①他市の状況調査
②障がい者団体代表者（岐阜県身体障害者福祉
協会　多治見支部長）からの意見聴取行政サービスや受益者負

担等の見直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

139,828千円 ▲139,828千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

重度心身障害者医療給付事業費（市単）

#######

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

②令和４年度に障がい者団体との調整により、
具体的な金額の合意を得る。

分
析

課題
②所得制限を設けることについては理解が得ら
れた。おおよその金額を提示されたが、最終的
な金額の合意までは至らず。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

31／55

内容

郵便による個別の再通知事務
は対象や効果を検証して見直
し、広報媒体等の活用を図り
ます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

31 事業名 市民向け文書の発送回数の見直し

計画

①再通知文書発送件数等の調査
②他自治体の事例研究

①削減が見込まれる再通知文書の見直し
②他自治体の事例研究

①削減が見込まれる再通知文書の見直し
②他自治体の事例研究

①削減が見込まれる再通知文書の見直し
②他自治体の事例研究

企画防災課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

①再通知文書の抽出
②他自治体の情報収集行政サービスや受益者負

担等の見直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

分
析

課題



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

10 6 3 5

3 2 4 3

累計削減額

32／55

内容

近接する両施設の運営を一体
化し、施設運営の効率化と多
世代交流の促進を進めます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

32 事業名 脇之島公民館と脇之島児童センターの運営一体化

計画

①調査・研究 ①調査・研究 ①調査・研究
①方針決定
①R7予算に次期指定管理料（債務負担）を計
上

文化スポーツ課／
子ども支援課 31,654千円 31,650千円 31,650千円 31,650千円

公共施設管理課 実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

①関係課（文スポ、子ども支援、FM）による
協議行政サービスや受益者負

担等の見直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

30,652千円 1,002千円 0千円 0千円 0千円

31,654千円

検証・改善

款項目細目
細目名 児童館管理運営費

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 公民館管理運営費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①引き続き関係課により方針を協議する。

分
析

課題 ①運営一体化のメリットをいかに示すか。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

3 1 4 21

累計削減額

33／55

内容

将来の多世代交流施設化を見
据え、南姫老人福祉センター
の用途転換や施設の貸付等、
今後の施設の方針を決定しま
す。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

33 事業名 ふれあいセンター姫の機能の検討

計画

①今後の施設の方針を決定（現在の建物内で機
能維持）

①方針に沿い機能維持 ①方針に沿い機能維持 ①方針に沿い機能維持

高齢福祉課／
公共施設管理課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

機能維持
行政サービスや受益者負
担等の見直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 老人福祉センター運営費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

機能維持

分
析

課題 用途転換により老人センターの機能がなくなる
と地域の高齢者の行き場がなくなる。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

3 1 4 21

累計削減額

34／55

内容

将来の多世代交流施設化を見
据え、滝呂老人福祉センター
の用途転換、一般浴室の廃
止、施設の貸付等、今後の施
設の方針を決定します。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

34 事業名 サンホーム滝呂の機能の検討

計画

①今後の施設の方針を決定（現在の建物内で機
能維持）

①方針に沿い機能維持 ①方針に沿い機能維持 ①方針に沿い機能維持

高齢福祉課／
公共施設管理課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

機能維持
行政サービスや受益者負
担等の見直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 老人福祉センター運営費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

機能維持

分
析

課題 用途転換により老人センターの機能がなくなる
と地域の高齢者の行き場がなくなる。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

1 1 1 4

累計削減額

35／55

内容

委員会の会議録に続き、音声
自動認識システムにより、市
議会本会議の会議録調製を効
率化できないか研究します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

35 事業名 本会議会議録作成委託料削減の研究

計画

音声自動認識システムを利用した市議会本会議
会議録調整の効率化の研究

音声自動認識システムを利用した市議会本会議
会議録調整の効率化の研究

音声自動認識システムを利用した市議会本会議
会議録調整の効率化の研究

音声自動認識システムを利用した市議会本会議
会議録調整の効率化の研究

議会事務局 2,002千円 2,002千円 2,002千円 2,002千円

実行

D 実
績

▲2,400千円

業務カイゼン

取
組
内
容

音声自動認識システムの利用による会議録調整
業務の効率化について事業者と協議

電子化の研究・導入

取組中

C

0千円 0千円 0千円

2,002千円 ▲1,116千円 0千円 0千円 0千円

886千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 議会運営費

▲1,116千円

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

事務局職員の事務の効率化の観点から検討する

分
析

課題
事業者は、専門スタッフが音声データを元に反
訳作業を行っており、音声自動認識システム利
用による効率化のメリットは少ない



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

36／55

内容

会計年度任用職員への業務端
末及びシステムアカウント、
外部メールアドレスの配布を
効率化します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

36 事業名 会計年度任用職員への業務パソコン配付の効率化

計画

①各配布権限の利用状況を確認し、利用のない
権限等を削除し、セキュリティ対策及び効率化
を図る

①各配布権限の利用状況を確認し、利用のない
権限等を削除し、セキュリティ対策及び効率化
を図る

①各配布権限の利用状況を確認し、利用のない
権限等を削除し、セキュリティ対策及び効率化
を図る

①各配布権限の利用状況を確認し、利用のない
権限等を削除し、セキュリティ対策及び効率化
を図る

情報課 0千円 0千円 0千円 0千円

人事課 実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

・廃棄用端末を改修（ＳＳＤ化）し再利用
・業務用端末更新のスピードアップ

電子化の研究・導入

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

・真に業務端末及びシステムアカウントが必要
な職員の一斉見直しを実施。

分
析

課題
・パソコンの利用に繁忙期があるような会計年
度任用職員の場合の配慮を検討する必要があ
る。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

37／55

内容

本庁舎・駅北庁舎間の会議や
打ち合わせ等において、オン
ライン会議を推奨します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

37 事業名 庁内におけるオンライン会議の実施

計画

①セキュリティ対策を考慮し、庁舎間のオンラ
イン会議の実施について研究

①セキュリティ対策を考慮し、庁舎間のオンラ
イン会議の実施について研究

①セキュリティ対策を考慮し、庁舎間のオンラ
イン会議の実施について研究

①セキュリティ対策を考慮し、庁舎間のオンラ
イン会議の実施について研究

情報課 0千円 0千円 0千円 0千円

総務課 実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

・調整会議で実施中

電子化の研究・導入

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①令和4年度にアカウントを購入し対応
②信頼性の高いものや、シェアが高く利用しや
すいものなど接続方式を複数採用する。
③本庁舎建替等によるリモート場所（会議室）
の確保
④Ｗｅｂ会議用機器の増設

分
析

課題

①アカウントがないためホストになれない。ま
た、一定時間になると接続が切れてしまう。
②セキュリティの確保や同時接続数の制限
③執務室等での利用による情報漏えいリスク
④リモート会議の機会増加による端末数の不足



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

38／55

内容

国の動向を踏まえ、各種事
務・申請手続きの電子化やシ
ステム標準化及び押印の原則
廃止に向けた手法を研究しま
す。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

38 事業名 国の動向を踏まえた各種事務・申請手続きの電子化やシステム標準化及び押印の原則廃止に向けた研究

計画

①各種事務のAI・RPA、申請のオンライン化
及び押印廃止の適切な実施に向け棚卸しを実施
し、研究・検討を実施

①各種事務のAI・RPA、申請のオンライン化
及び押印廃止の適切な実施に向け棚卸しを実施
し、研究・検討を実施

①各種事務のAI・RPA、申請のオンライン化
及び押印廃止の適切な実施に向け棚卸しを実施
し、研究・検討を実施

①各種事務のAI・RPA、申請のオンライン化
及び押印廃止の適切な実施に向け棚卸しを実施
し、研究・検討を実施

情報課／
企画防災課 0千円 0千円 0千円 0千円

 総務課／人事課 実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

①AIチャットボット導入
②RPAの研究
③オンライン申請の検討
④押印廃止の実施電子化の研究・導入

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①質問の種類や量などを分析し、適切に回答で
きるように精度を高める。
②職員に対する研修や業務の棚卸を実施
③ＬｏＧｏフォーム等ぴったりサービス以外の
電子申請方法の採用

分
析

課題

①質問に対する回答のクオリティの低さ
②担当者のＲＰＡに対する知識の低さによる導
入意欲の欠如
③マイナンバーカードの普及低迷によるぴった
りサービスによるオンライン申請数の低迷



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

39／55

内容

市への納付金の決済において
スマートホン・タブレット端
末等を利用した手法を導入し
ます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

39 事業名 市への納付金のスマホ決済導入

計画

①導入後の問い合わせ対応
②統計（件数・収納額等）の報告

①導入後の問い合わせ対応
②統計（件数・収納額等）の報告

①導入後の問い合わせ対応
②統計（件数・収納額等）の報告

①導入後の問い合わせ対応
②統計（件数・収納額等）の報告

税務課 0千円 0千円 0千円 0千円

  ／子ども支援課／建築住宅課／上下水道課 実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

諸納付金（税・国保・水道料金等）をスマート
ホン・タブレット端末等のアプリで決済できる
手法を導入した。電子化の研究・導入

完了

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

今後検討していく

分
析

課題
現状は、コンビニ決済の仕組みを利用して、
ﾊﾞｰｺｰﾄﾞを読み込む方式としているが、地方税
統一QRｺｰﾄﾞを納付書に印字した場合の取り扱
いについて検討が必要



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

40／55

内容

請求書等をＰＤＦなどの電子
データに変換し、事務簡素化
と紙資源の削減を促進しま
す。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

40 事業名 財務会計決裁書類等の電子保存利用の推進

計画

①請求書等の電子データ化 ①請求書等の電子データ化 ①請求書等の電子データ化 ①請求書等の電子データ化

会計課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

請求書の押印見直しを行い、省略できることと
した。一部事業者の請求書はPDF化。

電子化の研究・導入

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

財務会計システムと文書管理システムとの連携
を図ってはいる。PDF化の規格等の検討

分
析

課題
請求書等のPDF化を行う主体（発注者・受注
者）をどうするかの検討。事務の簡素化と審査
の簡素化がリンクしていない。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

41／55

内容

アプリ利用、クレジットカー
ド利用、定期利用団体の使用
料口座振替など、使用料など
収納方法としてのキャッシュ
レス化の導入を検討します。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

41 事業名 施設使用料などの収納のキャッシュレス化導入の検討

計画

①調査研究・報告 ①方針検討
①方針決定
②条例改正
③Ｒ６予算に導入費用の計上

①導入

文化スポーツ課 0千円 0千円 0千円 2,000千円

実行

D 実
績

-

業務カイゼン

取
組
内
容

①導入に伴う費用、期間、作業等を業者及び他
自治体からヒアリングした。

電子化の研究・導入

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①引き続き他自治体からのヒアリングを続ける
と同時に、市の方向性を検討する。

分
析

課題
①ランニングコストの検討
②使用料金制と利用料金制での歳入の分け方
③減免の扱い
④取り扱い業者の選定



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 〇 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

2 1 1 22

累計削減額

42／55

内容

仕事の質の向上やおもてなし
の手法の検討、職員研修や自
己啓発活動を進めます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

42 事業名 【再掲】職員の生産性の向上・市民対応能力の向上

計画

①５S研修、おもてなし向上研修の実施
②おもてなしリーダー、担当を中心としたおも
てなし向上の取り組み
③自己啓発制度の活用推進

①５S研修、おもてなし向上研修の実施
②おもてなしリーダー、担当を中心としたおも
てなし向上の取り組み
③自己啓発制度の活用推進

①５S研修、おもてなし向上研修の実施
②おもてなしリーダー、担当を中心としたおも
てなし向上の取り組み
③自己啓発制度の活用推進

①５S研修、おもてなし向上研修の実施
②おもてなしリーダー、担当を中心としたおも
てなし向上の取り組み
③自己啓発制度の活用推進

人事課 7,771千円 7,771千円 7,771千円 7,771千円

実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

①５S研修（7/16）、おもてなし向上研修
（1/19）の実施
②おもてなしリーダーを委嘱。8/16～8/20
まで身だしなみチェック、2/14～2/18おも
てなしチェックを実施し庁内に報告。
③自己啓発制度（資格助成）の活用８件

職員の年齢構成の平準
化、行政ニーズに応じた
人財の確保・育成

取組中

C

0千円 0千円 0千円

8,051千円 ▲5,082千円 0千円 0千円 0千円

2,969千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 職員研修事業費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

・おもてなしの手法やリーダーの役割について
再検討
・資格助成制度に会計年度任用職員を対象とす
るか検討

分
析

課題 ・おもてなしリーダーの形骸化
・資格助成制度の対象職員の拡大



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

43／55

内容

優秀な人財を確保するため、
正規職員等の採用試験方法を
引き続き検討します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

43 事業名 採用試験方法の検討

計画

①民間の採用活動や学生の動向の把握
②本市と他市の採用試験実施方法や採用状況等
を比較し、より効果的な採用方法を検討し、実
行

①民間の採用活動や学生の動向の把握
②本市と他市の採用試験実施方法や採用状況等
を比較し、より効果的な採用方法を検討し、実
行

①民間の採用活動や学生の動向の把握
②本市と他市の採用試験実施方法や採用状況等
を比較し、より効果的な採用方法を検討し、実
行

①民間の採用活動や学生の動向の把握
②本市と他市の採用試験実施方法や採用状況等
を比較し、より効果的な採用方法を検討し、実
行

人事課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

①一般事務の民間企業経験者採用を実施。年齢
要件を変更（30歳～45歳）。転職サイトを利
用し、PR。7月試験では30名応募あり、１名
を採用。学生の動向については、12月に大学
訪問を実施、採用動向を研究。
②当市の試験日を引き続き東濃５市と合わせ、
統一試験日に実施。一般事務（大卒）の受験者
数は52名に減少したが（R２は64名）、辞退
者は１名のみ。

職員の年齢構成の平準
化、行政ニーズに応じた
人財の確保・育成

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①引き続き学生の動向研究。一般事務の民間企
業等経験者採用について引き続き実施検討
②対面セミナーによる仕事理解促進。広報、
HP等によりＰＲ動画の露出増を図る。また、
採用パンフレットやインスタグラム投稿、近隣
大学への訪問を実施する

分
析

課題
①学生の受験者の減少、一般事務職30代中盤
の職員の不足
②受験者へのアプローチ（広報戦略）



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

44／55

内容

土木・建築技術職、保健師、
幼稚園教諭・保育士等専門職
の採用策を検討します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

44 事業名 専門職の採用策の検討

計画

①採用スケジュール時期の検討・統一試験日よ
り前倒しての試験実施（土木職）
②就職セミナー等、積極的なＰＲ活動等の実施

①採用スケジュール時期の検討・統一試験日よ
り前倒しての試験実施
②就職セミナー等、積極的なＰＲ活動の実施

①採用スケジュール時期の検討・統一試験日よ
り前倒しての試験実施
②就職セミナー等、積極的なＰＲ活動の実施

①採用スケジュール時期の検討・統一試験日よ
り前倒しての試験実施
②就職セミナー等、積極的なＰＲ活動の実施

人事課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

①土木職について、４月初旬に学生向け現場見
学会実施。試験日を前倒し、５月に実施。大卒
２名確保。
③引き続き幼保独自の就職説明会を実施。７月
試験で３名確保。２月に追加募集を実施。PR
のため、幼保大学・短大訪問。２名確保。

職員の年齢構成の平準
化、行政ニーズに応じた
人財の確保・育成

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①引き続き学生向け土木現場見学会を実施、仕
事理解促進。さらに、土木職に特化した就職イ
ベントに出展
②引き続き幼保独自の就職説明会及び近隣大学
等への訪問を実施。また、幼保職に特化した就
職イベントに出展

分
析

課題
①市役所土木職の志望者の減少（民間、県庁及
び政令市重視）
②幼保職受験者の減少



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

45／55

内容

情報課が中心となって、職員
のIT関連技術の向上を図りま
す。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

45 事業名 職員のIT関連技術の向上

計画

①IT関連研修会（ソフトウェア操作等）を開催
し、職員のIT関連の知識向上を図る

①IT関連研修会（ソフトウェア操作等）を開催
し、職員のIT関連の知識向上を図る

①IT関連研修会（ソフトウェア操作等）を開催
し、職員のIT関連の知識向上を図る

①IT関連研修会（ソフトウェア操作等）を開催
し、職員のIT関連の知識向上を図る

情報課 0千円 0千円 0千円 0千円

人事課 実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

・Excel中級研修
・オンライン研修の試験実施

職員の年齢構成の平準
化、行政ニーズに応じた
人財の確保・育成

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

・DX推進に向け、より質の高い研修ツールを
採用し、人的資源への積極投資を図る。

分
析

課題 ・職員全体のスキルアップの必要性



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

46／55

内容

通信指令業務の全県一区共同
運用実現に向けた調査・検討
を進めます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

46 事業名 通信指令業務の運用方針の見直し

計画

①準備委員会の設置 ①東濃５市共同運用に向けた協議 ①実施設計
①指令センター建設
システム調整

救急指令課 0千円 1,688千円 2,349千円 59,710千円

消防総務課 実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

7/21 第１回東濃地域消防機能広域化研究会開
催
8/19 東濃地域消防通信指令業務の共同運用に
関する首長会議開催
10/6 東濃地域消防司令業務共同運用準備委員
会立ち上げに係る打合せ会議
10/4 東濃５市消防通信指令業務の共同運用の
協議に関する覚書締結
10/4 東濃５市消防通信指令業務共同運用準備
委員会設立・第１回会議開催
R4/1/5 準備委員会幹事会開催
専門部会開催（運用部会４回、総務部会）

総合計画事業の実行・実
現や効率的な組織を目指
す、組織や事務分掌の見
直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

令和４年度に整理

分
析

課題 詳細スケジュールの整理



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

47／55

内容

事務事業の進捗や社会情勢の
変化等に対応するため、柔軟
に組織機構を見直します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

47 事業名 状況等を見据えた組織の見直し

計画

①社会情勢等の変化による組織の見直し
②全庁的組織再編に向けた検討

①社会情勢等の変化による組織の見直し
②全庁的組織再編に向けた検討

①社会情勢等の変化による組織の見直し
②全庁的組織再編に向けた検討

①社会情勢等の変化による組織の見直し
②全庁的組織再編に向けた検討・決定

企画防災課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

①社会情勢等の変化を注視し、調査・研究を実
施。
②特になし

総合計画事業の実行・実
現や効率的な組織を目指
す、組織や事務分掌の見
直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

社会情勢に注視し、全庁的な組織の見直しを検
討。

分
析

課題 今後に向けた全庁的な組織の見直しが必要。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 〇 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

48／55

内容

第5次計画を着実に実行する
とともに、第6次計画を策定
します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

48 事業名 定員適正化計画（第6次）の策定

計画

①第５次定員適正化計画に沿って、定員管理を
実施。
②定年延長制度導入による定員管理への影響に
ついて検討。

①第５次定員適正化計画に沿って、定員管理を
実施。
②定年延長制度導入による定員管理への影響に
ついて検討。

①第５次定員適正化計画に沿って、定員管理を
実施。
②定年延長制度を踏まえた定員管理の実施。

①第５次定員適正化計画に沿って、定員管理を
実施。
②第６次定員適正化計画の策定。

人事課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

①第５次定員適正化計画に沿って、定員管理を
実施。
②定年延長制度導入による定員管理への影響に
ついて検討。

総合計画事業の実行・実
現や効率的な組織を目指
す、組織や事務分掌の見
直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

令和４年度に、定年延長による定員管理及び新
規採用の方針について検討する。

分
析

課題 定年延長による定員管理及び新規採用の方針に
ついて、検討が必要。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

49／55

内容

特定空家や空家等の利活用促
進等の業務を、空き家総合窓
口を担う都市政策課に一元化
します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

49 事業名 空き家事務の効率化

計画

①企画防災課が所管していた、空家等への法的
措置に関する事務、老朽・危険空き家解体補助
事業と、都市政策課が所管していた、空き家再
生補助事業等の事務を一元化し、事務の効率化
を図る

①企画防災課が所管していた、空家等への法的
措置に関する事務、老朽・危険空き家解体補助
事業と、都市政策課が所管していた、空き家再
生補助事業等の事務を一元化し、事務の効率化
を図る

①企画防災課が所管していた、空家等への法的
措置に関する事務、老朽・危険空き家解体補助
事業と、都市政策課が所管していた、空き家再
生補助事業等の事務を一元化し、事務の効率化
を図る

①企画防災課が所管していた、空家等への法的
措置に関する事務、老朽・危険空き家解体補助
事業と、都市政策課が所管していた、空き家再
生補助事業等の事務を一元化し、事務の効率化
を図る

都市政策課／
企画防災課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

企画防災課及び都市政策課がそれぞれ所管して
いた空き家事務を一元化した。

総合計画事業の実行・実
現や効率的な組織を目指
す、組織や事務分掌の見
直し

完了

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

分
析

課題



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

50／55

内容

上下水道の給排水設備に関す
る窓口業務を民間委託し、併
せて水道部の事務分掌を見直
すことで、サービスの向上と
業務の効率化を図ります。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

50 事業名 多治見水道技術センターへの窓口業務委託による市民サービスの向上

計画

①安定した給排水設備の窓口業務サービスの提
供
②給排水業務の効率化、共有化を図り、令和7
年度には正規職員1名の削減を実現

①安定した給排水設備の窓口業務サービスの提
供
②給排水業務の効率化、共有化を図り、令和7
年度には正規職員1名の削減を実現

①安定した給排水設備の窓口業務サービスの提
供
②給排水業務の効率化、共有化を図り、令和7
年度には正規職員1名の削減を実現

①安定した給排水設備の窓口業務サービスの提
供
②給排水業務の効率化、共有化を図り、令和7
年度には正規職員1名の削減を実現

工事課 24,670千円 24,670千円 24,670千円 24,670千円

上下水道課 実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

①給排水設備の窓口を多治見市管工事組合に委
託し、継続的な受付サービスを実施
②業務の効率化・見直しを検討。

総合計画事業の実行・実
現や効率的な組織を目指
す、組織や事務分掌の見
直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

20,167千円 ▲1,686千円 0千円 0千円 0千円

18,481千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

②業務の効率化及びマニュアル化を進め、会計
年度職員で対応

分
析

課題 ②令和6年度以降の広域化共同化事業が開始予
定、人員削減状態では対応が困難



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

51／55

内容

研究生の減少を受け、産業・
文化両面で世界の陶磁器を
リードする人財育成及びセラ
ミックバレーにおける組織の
あり方を検討します。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

51 事業名 陶磁器意匠研究所の事業強化に向けた組織のあり方の検討

計画

①人財育成事業内容の見直し
②ﾃﾞｻﾞｲﾝ支援、技術支援事業内容の見直し
③①②を踏まえ、事業強化に向けた方針決定

①方針決定による条例・規則等の改正、運用
②方針に従った組織運営の実施

①方針に従った組織運営の実施 ①方針に従った組織運営の実施

陶磁器意匠研究所 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

・授業内容の魅力向上や世界へ向けた情報発信
等５つの見直し方針を決定
・方針に基き、使用料・手数料条例を改正し、
実習料等の減額を実施。他産地研修費の予算措
置など実施

総合計画事業の実行・実
現や効率的な組織を目指
す、組織や事務分掌の見
直し

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

R4新入生にアンケート実施・分析し、必要で
あれば新たに方針に反映させる。

分
析

課題 R4新入生が大幅増となったことの原因究明



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

2 1 6 62

累計削減額

52／55

内容
市と市民活動団体・ＮＰＯ等
との連携を進めます。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

52 事業名 市民活動団体・ＮＰＯとの連携

計画

①ぽると登録団体の紹介
②NPO登録団体へ各種研修等の紹介
③市民活動団体の活用に向け各課との調整
④ぽるとにおいて、市民活動の交流の場を設
け、既存の団体や新たな団体の活動を支援
⑤NPO法人を設立する団体に対して団体設立
の準備に係る補助金を支出

①ぽると登録団体の紹介
②NPO登録団体へ各種研修等の紹介
③市民活動団体の活用に向け各課との調整
④ぽるとにおいて、市民活動の交流の場を設
け、既存の団体や新たな団体の活動を支援
⑤NPO法人を設立する団体に対して団体設立
の準備に係る補助金を支出

①ぽると登録団体の紹介
②NPO登録団体へ各種研修等の紹介
③市民活動団体の活用に向け各課との調整
④ぽるとにおいて、市民活動の交流の場を設
け、既存の団体や新たな団体の活動を支援
⑤NPO法人を設立する団体に対して団体設立
の準備に係る補助金を支出

①ぽると登録団体の紹介
②NPO登録団体へ各種研修等の紹介
③市民活動団体の活用に向け各課との調整
④ぽるとにおいて、市民活動の交流の場を設
け、既存の団体や新たな団体の活動を支援
⑤NPO法人を設立する団体に対して団体設立
の準備に係る補助金を支出

くらし人権課 1,511千円 1,508千円 1,611千円 1,661千円

実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

①ぽると多治見のホームページを活用し、登録
団体の情報発信。
②市内NPO法人に対し、各種講座や助成金に
ついて情報提供（13件）
③ぽると開催講座に「ねもと地域力防災グルー
プ」、市開催の婚活イベントに「ボードゲーム
フェスタまいたーん！」を活用。
④コロナのため、市民活動団体交流会中止。参
加予定団体にアンケート調査を行い、ホーム
ページに掲載。YouTubeを活用し、講師より
情報発信。
⑤NPO法人設立に係る相談対応１件。

地域力向上団体、ＮＰＯ
等との連携促進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

1,518千円 ▲368千円 0千円 0千円 0千円

1,150千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 ボランティアNPO関係費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

②各種助成金や講座情報を周知することで、活
動活性化を図る。
③市民活動団体やNPO法人を市の研修等で活
用できないか、関係課と協議を行う。また、市
民活動団体やNPO法人を活用したイベント等
を開催できるよう、ぽるとと協議を行う。
④各団体のコラボを生み出すきっかけとなるよ
うな講座等を企画できるよう、ぽるとと協議を
行う。

分
析

課題

②コロナにより不活動となっているNPO法人
について、今後の活動縮小が懸念される。
③市の事業で市民活動団体やNPO法人を活用
するなど、活躍の場を生むための仕掛けづくり
が必要。
④活動活性化に向け、市民活動団体やNPO法
人の連携を促すきっかけづくりが必要。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

累計削減額

53／55

内容

市が行う業務について民間委
託の是非を多角的に検討しま
す。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

53 事業名 市業務の民間委託の検討

計画

①月見センターの処理施設更新に伴う委託化の
検討
②その他民間委託が可能な市業務の洗出し及び
整理
③先進自治体の事例研究

①月見センターの処理施設更新に伴う委託化の
検討
②その他民間委託が可能な市業務の洗出し及び
整理
③先進自治体の事例研究

①月見センターの処理施設更新に伴う委託化の
検討
②その他民間委託が可能な市業務の洗出し及び
整理
③先進自治体の事例研究

①月見センターの処理施設更新に伴う委託化の
検討
②その他民間委託が可能な市業務の洗出し及び
整理
③先進自治体の事例研究

企画防災課 0千円 0千円 0千円 0千円

実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

①月見センターの将来的な廃止を視野に、運営
規模の縮小、委託可能な業務について調査・研
究を実施。
②先進地事例を参考としながら、民間委託が可
能な業務を研究。なお、足立区が主催する日本
公共サービス研究会は、新型コロナウイルス感
染症の影響により中止。

地域力向上団体、ＮＰＯ
等との連携促進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

先進地の動向を見ながら対応を研究

分
析

課題 委託化によるメリット、デメリットを再度洗い
出し、是非について見極める必要がある。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 〇 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

2 1 10 7

累計削減額

54／55

内容

地域の支えあい（地域力）を
向上するため、地域の課題を
聞き取り、庁内関係課の連携
を進めることで支援します。 P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

54 事業名 「地域力」支援の庁内連携強化

計画

①地域力向上推進プロジェクトチーム会議の開
催（年３回程度）
②地域力向上推進プロジェクトチームを中心に
情報共有

①地域力向上推進プロジェクトチーム会議の開
催（年３回程度）
②地域力向上推進プロジェクトチームを中心に
情報共有
③地域力向上活動補助金の審査

①地域力向上推進プロジェクトチーム会議の開
催（年３回程度）
②地域力向上推進プロジェクトチームを中心に
情報共有
③地域力向上活動補助金の審査

①地域力向上推進プロジェクトチーム会議の開
催（年３回程度）
②地域力向上推進プロジェクトチームを中心に
情報共有
③地域力向上活動補助金の審査

くらし人権課 0千円 0千円 0千円 0千円

  福祉課高齢福祉課保健センター 実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

①３回開催。地域力向上活動推進事業補助制度
の審査機関に位置付けること等を承認
②各課所管団体の中心的な人財の状況について
情報共有

地域力向上団体、ＮＰＯ
等との連携促進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 地域力向上推進事業費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

①プロジェクトチーム会議内で情報交換を積極
的に行い、連携できる事業を模索する。
②R4年度からスタートする地域力活動推進事
業補助制度の審査を行う中で、地域力組織の活
動状況や各課所管の団体とのかかわりも把握で
きるようになるため、これを好機ととらえ、地
域力組織へ提案していく。また、あわせて地域
力組織が求めていることを把握し、必要に応じ
て事業へ反映する。

分
析

課題

①各課所管の各種団体との連携を促進させてい
きたいが、他課の団体の状況が把握できていな
いため、難しい。
②各課で所管する補助制度等の情報を活用いた
だけるようにする仕組みが必要。



事業№

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

取
組
内
容

担当課 事業費

関係課

総合計画 〇 評価

３つの柱

基本方針

目標削減額 事業費

R２予算額 R2年比

2 1 10 7

累計削減額

55／55

内容

既存活動地域での「地域力向
上推進組織」の取組が他地域
へ波及するよう支援します。
あわせて、既存活動地域間の
情報共有の場を設置し、課題
の共有や解決策の検討を行い
ます。

P

年度

計
画

第９次行政改革大綱ؙ実施計画シート

55 事業名 「地域力」の基礎となる組織の支援

計画

①地域力推進組織の交流会を開催（年２回程
度）
②既存地域（根本、笠原、小泉、滝呂）の活動
支援
③新規設立に向けた支援（養正、脇之島）

①地域力推進組織の交流会を開催（年２回程
度）
②既存地域（根本、笠原、小泉、滝呂、脇之
島）の活動支援
③新規設立に向けた支援（養正、脇之島）

①地域力推進組織の交流会を開催（年２回程
度）
②既存地域（根本、笠原、小泉、滝呂、脇之
島）の活動支援
③新規設立に向けた支援（養正他）

①地域力推進組織の交流会を開催（年２回程
度）
②既存地域（根本、笠原、小泉、滝呂、脇之
島）の活動支援
③新規設立に向けた支援（養正他）

くらし人権課 4,207千円 3,831千円 5,307千円 5,307千円

実行

D 実
績

-

人財・組織

取
組
内
容

①１回開催。２回目はコロナ禍のため中止（資
料配付による情報共有のみ）
②滝呂地域力の滝ブラの開催支援、小泉、根本
の総会等に参加し状況把握。笠原校区の状況把
握
③脇之島地域が新規設立（R4.4）

地域力向上団体、ＮＰＯ
等との連携促進

取組中

C

0千円 0千円 0千円

3,694千円 ▲3,271千円 0千円 0千円 0千円

423千円

検証・改善

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名

款項目細目
細目名 地域力向上推進事業費

効率化

款項目細目
細目名

A 課題へ
の対応

②R４年度から、地域力活動推進補助制度を創
設し、新たな取り組みを始めるきっかけになる
ことを企図し活用を促進。

分
析

課題
②コロナ禍のため、十分な活動ができず、新た
な取り組みへの体力が減少傾向にあることを懸
念。


